
事業番号 - - -

（ ）

アイヌ施策推進法が令和元年に施行されて以降、令和５年までに地域計画を策定し認定を受けた市町村数は３８にのぼる。このうち、３７は北海道内の市町村であり、全国的な広が
りには欠けている状況にある。北海道内においては、地域計画を策定し認定を受けた市町村数が着実に増加しているが、北海道アイヌ協会の地区協会を有する４８市町村のうち地
域計画を策定していない市町村が１５ある。このため、今後とも地域計画を策定し認定を受ける市町村の拡大に努める必要がある。また、コロナ禍の影響もあって交付金事業の成果
目標の達成率は低い状態が続いており、今後とも効果的な事業の実施手法の検討や成果目標の適切な設定についてノウハウを蓄積、展開していく必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

2,343

(目)

(目)

2

(目)

1 1

2

アイヌ政策推進交付金

職員旅費

諸謝金

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
76%

主な増減理由（・要望額・予備費）

96%

令和6年度要求

事業概要URL https://www8.cao.go.jp/ainu/index.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 2,003

2,340

103%

執行率（％）
=(G)/(F)

96% 98% 98%

アイヌ政策推進費

2023 府 22 0007

内閣府

政策 ３．アイヌ施策

事業の目的
（5行程度以内）

アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発並びにアイヌの人々が民族としての誇りを持って生活するためのアイヌ文化の振興等に資する環境の整備を
図ることを目的とする。

－ 参事官　梶本 洋之

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に
関する法律第15条

関係する
計画、通知等

アイヌ施策の総合的かつ効果的な推進を図るための基本的な
方針（令和元年9月6日閣議決定）

事業名 アイヌ政策推進交付金 担当部局庁 アイヌ施策推進室 作成責任者

事業開始年度

施策 ３．アイヌ施策の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www8.cao.go.jp/hyouka/index.html

補助対象：地域計画認定市町村　補助率：8/10

令和元年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

600 -

補正予算（B) - - 340

-

-

2,343

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 2,003 2,003 2,053 2,003 2,343

278 688 715

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

「アイヌ施策の総合的かつ効果的な推進を図るための基本的な方針」（令和元年9月6日閣議決定）に基づき、アイヌ施策を推進するための「アイヌ施策推進地域計画」を作成し、内
閣総理大臣の認定を受けた市町村に対し、同計画に基づく事業の実施に要する費用に充てるための交付金を交付する。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 1,530 1,930 2,460

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

1,593 1,976 2,508 2,603

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 688 ▲ 715 ▲ 600 -

2,000

重要政策推進枠：541



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

23

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - - 21

目標値 ％ - - 20

達成度 ％

交付金対象事業について市町村が設
定した成果目標の達成割合（75%）

交付金対象事業のうち事前に
設定した成果目標を達成した
事業の割合

成果実績 ％ 42 35.7

56

改善の
方向性

事業所管部局による点検・改善

国から交付金交付対象市町村の交付申請に基づき交付金を交付する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

アイヌに対する理解度に関する世論調査（令和４年１１月実施）

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

35

活動目標 活動指標

30

年度

75 75

定量的な成果指標 単位

件 32

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

交付金交付対象市町村の拡大（北海道アイ
ヌ協会支部を有する市町村数（48）及び支
部を有しない市町村数（10）以上）

国から交付金を交付した市町
村数

活動実績

10 年度

アイヌの人々やアイヌ文化に接したこと
がある。（23%以上）

世論調査における文化等に接
したことがある割合

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

本交付金の支援対象事業の認定アイヌ施策推進地域計画に基づいて内閣府アイヌ施策推進室が調査

令和2年度 令和3年度

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

31

-

75

6

交付対象市町村の拡大、各事業の質の向上により、アイヌ民族や文化への理解増進が図られることで共生社会の実現を図る。

-

市町村が実施する成果目標の事後評価や、毎年度実施する効果検証について適時的確に把握し、内閣府としては交付金の効果的な活用に向けフォローアップを
行ってまいりたい。

105％

41.5

目標値 ％ 75

47.6 55.3

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

34

アイヌ民族や文化への理解増進や経済・教育格差の是正などを進めるためには交付金交付対象市町村の拡大が有効であるが、それぞれ設定した成果目標の達
成度を高め、質の面でも有効性を求めていく。

目標年度における効果測定に関する評価（令和7年度実施)

-
点検結果

アイヌ政策推進交付金は、市町村がアイヌ政策推進地域計画において設定した成果目標の
達成状況について、計画期間終了後に事後評価を行い、評価結果をインターネット等により
公表することとしている。（中間目標を設定している場合は中間年度の終了後も評価を実施）
また、市町村において、本事業の実施状況に関する指標を設定のうえ、その達成状況につ
いて毎年度検証するものとしている。

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

3633 34

成果実績



- -

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度

備考

内閣府 新31

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

現時点では交付金の活用がほぼ道内市町村に限られているが、本交付金は全国を対象としており北海道以外の自治体への拡大を図っているほか、道内市町村で
も他府県での普及事業などを実施しており、全国の理解度を長期アウトカムとすることとする。

現状通り

現状通り

平成30年度

平成23年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度

平成29年度

令和3年度

平成27年度

令和2年度 内閣府 0150

0010

令和4年度 2022 府 21 0010

2021 府

上記への対応状況

上記への対応状況

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0005

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努めることとし、効率的に執行した実績を概算要求に反映させること。また、外部有識者の所見に関し、長期アウトカムと
事業内容や短期アウトカムの関係性が適切であるか検討すること。

外部有識者の所見

「アイヌ文化に触れるべくそのような機会を得られる場所を訪れたい」という気持ちを国内に広く起こさせる事業内容ではないように見受けられるため、全国的なアイヌ文化への理解という長期
アウトカムは、事業内容や短期アウトカムと方向性が一致していないように思われる。



　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

アイヌ政策推進交付金 アイヌ政策推進交付金事業 2,458 職員旅費 職員の用務に伴う旅費 2

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 2,458 計 2

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

内閣府

2,460百万円

アイヌ施策推進地域計画の認定、
アイヌ政策推進交付金の交付決定

A. 地方公共団体
2,458百万円

内閣総理大臣の認定を受けたアイヌ
施策推進地域計画に基づく事業の実

【交付】

（交付率：8/10）

【個人】

B. 個人
2百万円

職員旅費



支出先上位１０者リスト

A.

B

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 釧路市 7000020012068 アイヌ政策推進交付金 353 補助金等交付 - - －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- －

4 新冠町 4000020016047 アイヌ政策推進交付金 232 補助金等交付 - -

- - －

3 登別市 5000020012301 アイヌ政策推進交付金 252 補助金等交付 -

2 平取町 5000020016021 アイヌ政策推進交付金 280 補助金等交付

- - －

7 白老町 3000020015784 アイヌ政策推進交付金 156 補助金等交付 -

6 旭川市 9000020012041 アイヌ政策推進交付金 187 補助金等交付

－

5 新ひだか町 8000020016101 アイヌ政策推進交付金 200 補助金等交付 - - －

－

9 伊達市 4000020012335 アイヌ政策推進交付金 100 補助金等交付 - - －

- －

8 白糠町 3000020016683 アイヌ政策推進交付金 124 補助金等交付 - -

- - －10 札幌市 9000020011002 アイヌ政策推進交付金 91 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

2 個人B -
ｱｲﾇ施策特命担当大臣視察
随行

0.1 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 個人A -
ｱｲﾇ施策特命担当大臣視察
随行

0.1 その他 - -

- -

5 個人D -
ｱｲﾇ政策推進交付金地域説
明会

0.1 その他 - -

- - -

4 個人D - ｱｲﾇ政策に関する打合せ 0.1 その他 -

3 個人C - ｱｲﾇ政策に関する打合せ 0.1 その他

- - -

8 個人G - ｱｲﾇ政策に関する打合せ 0.1 その他 -

7 個人F - ｱｲﾇ政策に関する打合せ 0.1 その他

-

6 個人E - ｱｲﾇ政策に関する打合せ 0.1 その他 - - -

-

10 個人I -
ｱｲﾇ政策推進交付金地域説
明会

0.1 その他 - - -

- -

9 個人H - ｱｲﾇ政策に関する打合せ 0.1 その他 - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


	行政事業レビューシート

